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【関東ブロック】 

 

官民連携事業の推進のための地方ブロックプラットフォーム 

「サウンディング」 

応募様式 

 

■ 記入票    

項目 記入欄 

1．団体名 三浦市 

2．事業名 公有財産（県立三崎高等学校跡地〔Ｂ地区〕及び三崎中学校跡

地等）の利活用 

・事業内容 

※事業の内容を簡潔にご記入

下さい 

県立三崎高等学校跡地〔Ｂ地区〕及び三崎中学校跡地等の２カ

所の公有財産の利活用を図る。 

【県立三崎高等学校跡地〔Ｂ地区〕】 

 廃校した高等学校跡地を三浦市が市民交流拠点として整備する

ために神奈川県から購入した土地 

 今回の対象地〔Ｂ地区〕は、全体約 5.4ha のうちの約 3.7ha

の土地 

※ 県立三崎高等学校跡地全体を、 A 地区（約 1.4ha）、Ｂ地区（約

3.7ha）、Ｃ地区（約 0.3ha）の３つに区分 

 当該土地に市民交流拠点としてふさわしい公共施設や民間施設

の整備を検討（残り約 2.7ha は整備済又は土地利用が確定） 

 「平成 29 年度市民交流拠点整備による地域活性化のための基

盤整備検討調査業務委託」により、地域交流施設や都市基盤施

設の整備計画の検討及びＰＰＰ／ＰＦＩ導入可能性の簡易調査

を実施 

【三崎中学校跡地等】 

 中学校の合併に伴い廃校した三崎中学校と市役所などのその周

辺に位置する土地と建物 

 当該土地等は年間約220万人の観光客が訪れる三崎下町地区と

いう観光地に近接していることから、観光客誘致や観光客の滞

在時間の延長に資するような経済的機能を持つ施設の導入を検

討 

・事業実施にあたり重視する

点 

三崎中学校跡地等の利活用により県立三崎高等学校跡地〔Ｂ地

区〕における公共施設整備の財源をできる限り捻出したい。 

三浦市が想定している公共施設や民間施設について PPP/PFI

の活用が可能となるような事業規模の確保と、市費投入を最小化

するスキームを見出したい。 
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・事業の種類 

※該当する番号に○（複数可） 

1.新設    2.建替え    3.改修   4.管理運営のみ 

5.公有地活用    6.包括委託 

7.その他（             ） 

・施設等の用途 【県立三崎高等学校跡地〔Ｂ地区〕】 

 図書館、市役所（移転候補地）、民間施設（市民交流拠点として

ふさわしい施設） 

【三崎中学校跡地等】 

 民間施設（観光客誘致などの経済的機能を持つ施設） 

3．サウンディングの目的 

 

2 カ所の公有財産の利活用に関する実現可能性の高い事業構想

の策定に向け、事業化可能性の有無や事業内容・手法のアイデア

等を把握する。 

県立三崎高等学校跡地については、平成 19 年３月に神奈川県

から土地を取得した後、可能性調査を含む事業化の検討を行い、

３回の事業者募集を実施している。３回目に、土地をＡ地区とＢ

地区に分けて、先行整備するＡ地区を対象として事業者募集を実

施した結果、平成 27 年 11 月に株式会社ベイシアと事業契約を

締結し、現在、施設整備に向け事業を進めている。 

三崎中学校跡地等については、三崎高等学校跡地〔Ｂ地区〕と

ともに、平成 28 年２月から４月にかけて事業化可能性調査を実

施したが、事業構想を策定するに至るような内容を確認できてい

ない。 

4．事業対象地の概要  

① 所在地（交通情報含む） 【県立三崎高等学校跡地〔Ｂ地区〕】 

 神奈川県三浦市初声町字長作５番２(三崎口駅から徒歩約20分) 

【三崎中学校跡地等】 

 神奈川県三浦市城山町１番１号ほか(三崎口駅からバス約15分) 

② 敷地面積 【県立三崎高等学校跡地〔Ｂ地区〕】 

 約 37,000 ㎡（検討対象面積、全体は約 54,000㎡） 

【三崎中学校跡地等】 

 約 31,500 ㎡（道路、法部を除く） 
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③ 土地利用上の制約 【県立三崎高等学校跡地〔Ｂ地区〕】 

 第一種住居地域、引橋地区地区計画（再開発等促進区を定める

地区計画）注１、建蔽率 60％、容積率 200％、第２種高度地区

（建築物の高さの最高限度 15ｍ） 

注１：県立三崎高等学校跡地全体の約 5.4ha が対象。Ｂ地区の

うち約 3.2ha を除く地区（Ａ地区、Ｂ-1 地区、Ｃ地区）に

再開発等促進区及び地区整備計画を設定。Ｂ地区のうち約

3.2ha は、土地利用が確定した後に地区計画の変更を予定。 

【三崎中学校跡地等】 

(1) 全体約 31,500 ㎡のうち約 26,100 ㎡の土地 

 第一種住居地域、建蔽率 60％、容積率 200％、第１種高度地

区（建築物の高さの最高限度 12ｍ） 

(2) 上記(1)を除く約 5,400㎡の土地 

 近隣商業地域、建蔽率 80％、容積率 200％、第２種高度地区

（建築物の高さの最高限度 15ｍ） 

④ 所有者 市 

⑤ 周辺施設等 【県立三崎高等学校跡地〔Ｂ地区〕】 

 跡地の一角（Ｃ地区）に三浦消防署が立地 

 小網代の森（小網代近郊緑地保全区域・小網代近郊緑地保全地

区）が近接 

【三崎中学校跡地等】 

 1km 圏内に、三崎小学校、三浦市三崎水産物地方卸売市場、三

崎フィッシャリーナ･ウォーフ「うらり」（産直センター・市民

ホール等）が立地 

⑥ 対象地周辺の一般的な

イメージ 

農業・漁業・観光のまち 

【県立三崎高等学校跡地〔Ｂ地区〕】 

 国道・県道沿いに住宅が立地し、その外側に農地や緑地が広が

る地域に位置する。 

【三崎中学校跡地等】 

 三崎漁港（特定第３種漁港）及び年間約 2２0 万人の観光客が訪

れる三崎下町に近接した場所に位置する。 

⑦その他 

(上記項目以外の情報、 

特徴、留意すべきこと等） 

【県立三崎高等学校跡地〔Ｂ地区〕】 

 平成 30年度、Ａ地区に市民交流センター併設の商業施設（ベイ

シア）が開業予定 

5．対象施設の概要   

5-1．建物 既存 整備後（予定） 

① 施設名称   

② 施設の延床面積   
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③建物の構成（構造、階数）   

③ 主な施設の内容、導入機

能 

  

⑤運営状況 

(運営主体、事業手法 等） 

  

⑥その他 

(上記項目以外の情報、 

特徴、留意すべきこと等） 

  

5-2．インフラ系 

（上下水道、道路等） 
既存 整備後（予定） 

① 施設名称   

② 規模、能力 等   

③運営状況 

(運営主体、事業手法 等） 

  

④その他 

(上記項目以外の情報、 

特徴、留意すべきこと等） 

  

6．事業環境  

① 人口、高齢化率  人口 45,289 人 

 高齢化率 35.5％ 

※ 平成 27年 10 月 1日 

② 対象地周辺の人口構成  人口年齢構成 ０-14歳：4,301 人(9.5％) 

15-64 歳：24,885 人(55.0％) 

65 歳以上：1,6081人(35.5％) 

不 詳：22 人 

 昼夜間人口比率：84.3％ 

※ 平成 27年 10 月 1日 

③市民意見等 低・未利用となっている 2 カ所の公有財産について早期の利活

用が望まれている。 

7．事業関連  

① 現状及び課題 本事業においては、県立三崎高等学校跡地〔Ｂ地区〕及び三崎

中学校跡地等の 2 カ所の公有財産を一体にして検討の対象として

いる。その理由は、三崎中学校跡地等の利活用で財源を捻出しよ

うと考えていること、ＰＰＰ／ＰＦＩによる活用が可能となるよ

うな事業規模を確保することである。 

そのため、課題となっているのは財源の捻出による市費投入の

最小化スキームを見出すこと及び事業規模の確保である。 

これら２つの課題について、実現可能性を含めて検討する必要



 

5 

 

がある。 

③ 目的、考え方・基本方針 本事業は、第４次三浦市総合計画「三浦みらい創生プラン」の

重点施策に紐づけた重要事業である。市の組織体系においても本

事業を重要な事業として特定し、市長室に特定事業推進グループ

を新設して、重点的に取組んでいる。 

④ 前提条件 市民交流施設としてふさわしい施設及び経済的機能を有する施

設を、最小の市費投入で実現できる実現可能性の高い事業スキー

ムを構築することが条件である。 

⑤ 事業スケジュール（案） 平成 29～30 年度 調査・検討、平成 31 年度 事業構想策定、

平成 32 年度～ 公募・施設整備等（県立三崎高等学校跡地〔Ｂ

地区〕の造成は先行の可能性有り）  

8．対話内容 本事業への関心、事業進出の可能性、可能性が有る場合の事業

内容・事業スキーム ※意見・提案を求める内容

をご記入ください。 

9．対話を希望する業種 

※該当する番号に○（複数可） 

注）希望する業種の事業者の参加

を確約するものではありません。 

1.設計   2.建設  3.ビル管理   4. 金融   5.保険 

6.不動産  7.運営 

8.その他（                     ） 

 

 

■ 添付資料 

・県立三崎高等学校跡地〔Ｂ地区〕及び三崎中学校跡地等の概要 

 


